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STL (Studio to Transmitter Link) 
放送局と親局を結ぶ伝送回線       
伝送信号：番組プログラム、制御信号 

TSL (Transmitter to Studio Link) 
親局と放送局を結ぶ伝送回線       
伝送信号：監視信号、番組プログラム 

TTL (Transmitter to Transmitter Link) 
親局と中継放送所を結ぶ伝送回線       
伝送信号：番組プログラム、制御／監視信号 

FPU (Field Pickup Unit) 
◆局外番組中継を伝送する伝送回線 
◆伝送信号：番組プログラム 

放送局 
（演奏所） 

固定局 

放送所 
ＳＴＬ 

ＴＳＬ 

ＴＴＬ 
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放送事業者が 
利用する伝送回線 

番組中継 

ＦＰＵ 

中継放送所 

親局 

TSL 

親局 

ＳＴＬ 
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放送は公共性が高く、特に自然災害時には国民の安
全・安心を守る重要な情報源 

伝送回線は、素材だけでなく生放送でも利用される放
送の本線であり、瞬断も許されない 

映像、音声だけでなく、監視・制御信号にも使用 

電波資源の共用にあたっては、良好な放送・通信環
境を維持し、視聴者やユーザーに電波干渉等の影響
を与えないよう、十分な配慮が必要 

放送システムの重要性 



NHK伝送回線の例 

NHK岡山放送局 NHK金甲山固定局 NHK錦ラジオ放送所 

ラジオ第１放送 
    第２放送 送信装置 

ＳＴＬ 
受信装置 送信装置 

受信装置 

受信装置 

ラ
ジ
オ
放
送
機 

送信装置 リ
モ
コ
ン 

監
視 

送信装置 
VHF/UHF連絡回線監視 
FPU基地局監視 

受信装置 

受信装置 

VHF/UHF連絡回線制御 
FPU基地局制御 

Ｆ
Ｍ
放
送
機 

ＳＴＬ 

ＴＳＬ 受信装置 

送信装置 

送信装置 

連絡回線監視 
FPU基地局監視 

連絡回線制御 
FPU基地局制御 

ＦＭ放送 
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VHF/UHF 

 リモコン監視 
VHF/UHF 

番組ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

監視信号 

制御信号 

番組ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

ＳＴＬ 

ＴＳＬ 
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NHK岡山放送局 

NHK金甲山固定局 NHK新見ラジオ放送所 

受信専用 
STLラック  

隣接ホテル屋上 

ＳＴＬ/ＴＴＬ/ＴＳＬラック 
制御・監視・番組 

ＳＴＬ/ＴＴＬ/ＴＳＬ 
アンテナとラック 



TFM伝送回線の例 

新宿固定局 半蔵門本社 芝親局 

ＦＭ放送 送信装置 受信装置 

ラ
ジ
オ
放
送
機 

送信装置 

受信装置 

ＦＰＵ 

ＴＳＬ 
送信装置 
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番組ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ＳＴＬ ＳＴＬ 

受信装置 

半蔵門固定局 

受信装置 

送信装置 

番組ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

ＦＭ放送 

番組中継 

音声ＦＰＵ 
送信システム  
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３．４ＧＨｚ帯の周波数配列 

放送事業用 
（固定・移動） 

放送事業用 
（固定） 

④ 
映像ＳＴＬ/ＴＴＬ 

/ＴＳＬ 

③ 
音声ＳＴＬ/ＴＴＬ 

/ＴＳＬ 

①監視用 

②音声ＦＰＵ 

①制御用 
3400.0【MHz】 

3404.5 

3422.5 

3426.5 

3456.0 

3600.0 

平成２４年１１月末までに他の放送 
事業用マイクロ波帯へ周波数移行 

最長で平成３４年１１月末までに 
周波数移行 
・音声ＦＰＵはＢまたはＤバンドへ 
・音声ＳＴＬ等と監視・制御回線は 
 ＭまたはＮバンドへ 

4.5 

18.0 

4.0 

29.5 

144.0 

周波数再編アクションプラン 
平成２３年９月改訂版より 

56.0 

Ａ
バ
ン
ド 
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３．４ＧＨｚ帯の既設無線局 

電波利用システム     局数 

①放送監視・制御 ＮＨＫ 約120 
民放   約20 

②音声ＦＰＵ ＮＨＫ   0 
民放   約10 

③音声ＳＴＬ/ＴＴＬ/ＴＳＬ ＮＨＫ 約140 
民放   約110 

④映像ＳＴＬ/ＴＴＬ/ＴＳＬ ＮＨＫ  約20 
民放   約20 

平成34年11月末までに 
移行予定 

平成24年11月末までに 
移行予定 
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３．４ＧＨｚ帯の周波数移行の進め方 

周波数再編アクションプランで定められた期限（H34年）までに、老朽
更新などの設備更新等のタイミングで、周波数の移行を進めている。 

留意点 
1.音声ＳＴＬ/ＴＴＬ/ＴＳＬおよび監視・制御の無線局設備の更新には、１局あた

り数千万円の経費を要する。特に民放ラジオ事業者を取り巻く経営環境は
厳しさを増しており、設備更新の実施時期も延びる傾向にあることから、当
該設備の更新・周波数移行には、相応の時間を要するものと見込まれる。 

2.従来の周波数帯で１スパンであった経路が、新周波数帯では２スパン以
上の経路を要することもある。 

3.設備の製作と施工可能な工事業者が限られており、更新作業を時期と地
域で分散させる必要がある。 

4.工事は、放送に影響の少ない深夜に、放送休止をとって実施するため、ひ
とつの無線局の工事完了までに日数を要する。 

5.同一固定局内や放送所内であっても、各無線局の更新時期が同じとは限
らず、地域単位の移行完了までに日数を要することがある。 


